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小田周辺地区における防災街区整備地区計画の策定に向けた取組状況について

１ 川崎市における密集市街地の改善の取組
２ 不燃化重点対策地区の改善の状況
３ 今後の対策の方向性（小田周辺地区）
４ 地区計画による新たな対策の実施
５ 小田周辺地区防災街区整備地区計画（案）の概要
６ これまでの地域住民への説明等の経緯
７ 今後のスケジュール

資料
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小田周辺地区における防災街区整備地区計画の
策定に向けた取組状況について

（１）これまでの経過
１ 川崎市における密集市街地の改善の取組

＜小田周辺地区＞ ＜幸町周辺地区＞

＜重点対策地区 選定基準＞
①1,000棟以上の延焼クラスターが存在する
②時間当たりの焼失棟数（想定焼失棟数）が多い
③建物倒壊や避難の危険性も高い

従来

＜重点密集市街地の基準＞

＜H21地震被害想定調査における市内の
1,000棟以上延焼クラスター28地区＞

平成20年度： 策定
「重点密集市街地」に小田２・３丁目地区及び幸町３丁目地区を選定

⇒密集市街地対策を実施

平成27年度：密集市街地の改善に向けた重点対策地区の選定と取組方針 策定
従来の町丁目単位で選定した重点密集市街地の対策実施から
延焼クラスター※を考慮に入れ、従来の重点密集市街地を含む
小田周辺地区及び幸町周辺地区を 重点対策地区 に選定

⇒ハード・ソフト一体となった対策を実施

平成28年度：不燃化重点対策地区における建築物の不燃化の推進に関する条例 制定
（平成28年12月公布・施行。一部規定平成29年7月施行。以下「不燃化推進条例」という。）

小田周辺・幸町周辺地区を 不燃化重点対策地区 に指定
平成29年度： 策定（川崎市都市計画）

小田周辺・幸町周辺地区を 防災再開発促進地区 に指定
⇒密集市街地改善に向けた様々な取組を実施

小田2・3丁目防災まちづくりプラン/幸町3丁目防災まちづくりプラン

密集市街地の改善に向けた重点対策地区の選定と取組方針

不燃化重点対策地区における建築物の不燃化の推進に関する条例

防災街区整備方針

※延焼クラスター：
一度出火した場合に延焼が
拡大する可能性のある範囲

NN

指標 基準値
世帯密度 ８０世帯/ha以上

老 朽 度 ３０%以上

不燃領域率
５０%未満かつ自律更新に
より１０年後も不燃領域率が
４０%未満と推計される地区

木防建蔽率 ２４%以上

不燃化重点対策地区：
建築物を建てる際は原則全ての
建築物を準耐火建築物等以上と
義務付け、まちの不燃化を推進

N
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小田周辺地区における防災街区整備地区計画の
策定に向けた取組状況について

（２）改善の取組
ア ハード面の取組
○不燃化推進条例による規制（準耐火建築物等以上を義務付け）
〇老朽建築物除却・耐火性能強化に対する補助等の支援制度

１ 川崎市における密集市街地の改善の取組

イ ソフト面の取組
○地域住民との協働による防災まちづくりを実施
○市による周知啓発の取組を実施 防災意識の醸成

建築物の不燃化を推進
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小田周辺地区における防災街区整備地区計画の
策定に向けた取組状況について

（１）改善の指標
２ 不燃化重点対策地区の改善の状況

密集市街地の対策を検討するにあたり、火災延焼リスクを把握し対策の検討や改善の状況を確認するため、
コンピューターを用いた火災延焼シミュレーションを行っている。

出火後1時間経過 出火後2時間経過 出火後4時間経過 出火後6時間経過

ア 火災延焼シミュレーション
コンピューター上に市街地を再現し、出火点等の諸条件を設定することで、時間とともに火災延焼がどのように

広がっていくかを検証するもの。

出火点

＜火災延焼シミュレーション イメージ＞

：未出火の木造及び防火木造
：未出火の準耐火造及び耐火造
：燃焼中の木造、防火木造、準耐火造及び耐火造
：鎮火後の木造及び防火木造
：鎮火後の準耐火造及び耐火造

凡例

※火災延焼シミュレーションは、大規模地震時を想定し、
消火活動が行われない条件で実施風速 風向 季節

5



小田周辺地区における防災街区整備地区計画の
策定に向けた取組状況について２ 不燃化重点対策地区の改善の状況

イ 火災延焼シミュレーションの評価指標
〇不燃化重点対策地区の改善には、多くの要素（延焼、倒壊、避難等）が関係するため、複数の指標で評価
〇小田周辺地区の改善の状況：火災延焼シミュレーションによる「想定焼失棟数」や「延焼クラスター」にて評価

【算出方法・定義】
時間を区切らず火災延焼シミュレーションを実施

焼失棟数約200棟 焼失棟数約500棟 焼失棟数約300棟

…

複数の出火点の焼失棟数の平均

想定焼失棟数 延焼クラスター
【算出方法・定義】

一定時間経過後の焼失棟数（１出火点、出火後６時間
で焼失した棟数）の複数出火点の平均値を算出

【指標の意味・評価】
・出火後の燃え広がりの速さを示す

・減少：延焼の広がるスピードが遅くなる
⇒避難や消火のための時間的猶予が生じる

【指標の意味・評価】
・大規模な延焼クラスター：地区の火災延焼リスクが高い

・減少：大規模地震時に、延焼する範囲が小さくなる
⇒地区の火災延焼リスクの低減

「焼失の可能性がある家屋等の被害の最大範囲」に
連動する指標

「大規模地震時の火災による死傷者数」に
連動する指標

＜延焼クラスター イメージ＞
＜平均焼失棟数 算出イメージ＞

大規模地震等で消火活動が行われずに放置された場合に
延焼する可能性が高い建物のまとまり・範囲
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小田周辺地区における防災街区整備地区計画の
策定に向けた取組状況について

＜想定焼失棟数削減のイメージ＞

〇目標の達成状況

（２）小田周辺地区における想定焼失棟数の推移
２ 不燃化重点対策地区の改善の状況

想定焼失棟数の削減割合（平成２１年の地震被害想定調査との比較）
目標年度 目標値 実績値 状況

令和２年度 ３０％ ３１．５％ 達成済み
令和７年度 ３５％ ３４．１％（R5時点） 達成見込み

想定焼失棟数については、これまでの不燃化の対策等により着実な改善が見られる

「市街地の改善に向けた重点対策地区の選定と取組方針」では、川崎市地震防災戦略（平成２１年度）の死者数減の
目標等を踏まえ、地震火災からの避難性向上に関係し火災死者数の削減に寄与する想定焼失棟数の削減率を目標に設定

平成21年の1出火点からの延焼の状況（出火後6時間経過） 令和4年の1出火点からの延焼の状況（出火後6時間経過）

不燃化推進条例による規制
と補助等の支援制度による
建築物の不燃化の推進

⇒想定焼失棟数の削減
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小田周辺地区における防災街区整備地区計画の
策定に向けた取組状況について

平成２１年の延焼クラスター 令和５年の延焼クラスター

延焼クラスターの構成棟数：5,076棟 延焼クラスターの構成棟数：4,667棟
不燃化重点対策地区内の構成棟数：4,562棟 不燃化重点対策地区内の構成棟数：4,667棟

小田周辺地区における延焼クラスターについては、現時点においては改善が見られない。

増加

（３）小田周辺地区における延焼クラスターの推移
２ 不燃化重点対策地区の改善の状況

凡例： 不燃化重点対策地区
（小田周辺地区）

減小
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小田周辺地区における防災街区整備地区計画の
策定に向けた取組状況について

〇これまでの不燃化等の対策によって想定焼失棟数は減少し、避難や消火のための時間的猶予が生じている。
〇延焼クラスターの規模が大きく、準耐火建築物等への建替えのみ等では延焼クラスターの改善に時間がかかる。

⇒いつ発生するかわからない大規模地震に備え、これまでの対策に加え、更なる延焼対策が必要

重点密集市街地の選定基準（H15年時点） 小田周辺地区の数値（R5） 対応方針
世帯密度

≒
住宅戸数密度

８０世帯/ha以上
（世帯密度） １１３戸/ha（住宅戸数密度）

住宅戸数密度について
上昇を抑制する
新たな対策が必要

老 朽 度 ※１ ３０%以上 ２７．８%（老朽木造建築物棟数率※２） 現在の不燃化推進条例
による規制と補助に
よる更新促進にて
数値が改善され基準値
を満たした。
⇒ 従来の対策を継続

不燃領域率 ※３
５０%未満かつ自律更新により
１０年後も不燃領域率が
４０%未満と推計される地区

４８．１%（地区全体）
なお、町丁目単位では一部未達成

木防建蔽率 ※４ ２４%以上 ２３．８５%

３ 今後の対策の方向性（小田周辺地区）

現在の取組だけでは改善が図られにくい住宅戸数密度等について、新たな対策を実施

＜重点密集市街地の選定基準と小田周辺地区における現状の比較＞

今後の対策の方向性

※１ 老 朽 度 ：昭和４５（１９７０）年以前の木造建築物棟数／全建築物棟数 地区内の建物の倒壊危険性を判断する指標
※２ 老朽木造建築物棟数率：昭和５５（１９８０）年以前の木造建築物棟数／全建築物棟数 老朽度とは定義が違うが、類似の数値として採用
※３ 不燃領域率 ：空地率と不燃化率から算出される延焼のしにくさを表す指標 ４０％を超えると延焼による焼失率が急激に減少
※４ 木防建蔽率 ：木造（防火造含む）の建築面積／地区面積 地区内の燃えやすさを判断する指標
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小田周辺地区における防災街区整備地区計画の
策定に向けた取組状況について

① 敷地面積の最低限度：６５㎡
住宅戸数密度上昇の抑制 及び 更なる延焼抑制のため、
６５㎡未満の敷地への分割を規制

分割された建売住宅

③ 道路等に面する垣又は柵：０.６ｍを超える高さの部分はブロック塀等の構造としない。
避難性の向上のため、
道路・通路沿いのブロック塀の高さを規制

② 共同住宅等の住戸面積：２０㎡以上
住宅戸数密度の上昇を抑制するため、
共同住宅・長屋の各住戸の床面積を規制

４ 地区計画による新たな対策の実施

※既に６５㎡未満の敷地については今後も再建築可能

※既に２０㎡未満の住戸については今後も使用可能 再建築時は規制適用

※既に設置しているものについては
今後も使用可能 再築造時は規制適用

〇防災街区整備方針においては「防災街区整備地区計画等の手法を用い、効果的な整備の実現をめざす」と記載
〇防災街区整備方針に基づき、地区の防災性の向上を目的として防災街区整備地区計画（特定防災機能の確保と

土地の合理的かつ健全な利用を図る地区計画）を策定
〇家屋の建替えのタイミングを捉え、次の３つの規制により更なる対策を実施

住
宅
戸
数
密
度
の
上
昇
抑
制

避
難
性
の
向
上

延
焼
抑
制

（１）新たな規制の概要
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小田周辺地区における防災街区整備地区計画の
策定に向けた取組状況について

住戸数密度：低い（イメージ） 住戸数密度：高い（イメージ）

イ 延焼抑制
〇仮想市街地を設定し、延焼シミュレーションを実施すると敷地分割をしない方が、隣棟間隔が広くなる等の理由

により比較的延焼しにくい
⇒ 敷地面積の最低限度規制により、

火災延焼の抑制効果も期待

モデル化した市街地を設定

延
焼
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
を
実
施

比較的
延焼し
やすい

比較的
延焼し
にくい

10m×10mの敷地に建つ
仮想の家屋 分割せず

建替えた場合

分割して
建替えた場合

４ 地区計画による新たな対策の実施
（２）規制の効果

ア 住宅戸数密度の上昇抑制
重点密集市街地の基準（H15年当時） 小田周辺地区におけるR5の数値 効果のある規制

世帯密度 ８０世帯/ha以上 １１３戸/ha（住宅戸数密度） ・敷地面積の最低限度
・共同住宅等の住戸面積
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小田周辺地区における防災街区整備地区計画の
策定に向けた取組状況について

〇敷地面積の最低限度 ６５㎡
一つの道路に接する住宅の戸数が抑制

〇共同住宅等の住戸面積 ２０㎡以上

〇道路等に面する垣又は柵の規制 地震時に道路に倒れ込むブロック塀等が減少

⇒ ３つの規制により、避難性が向上

(ｲ) 住宅の質の向上
敷地面積の最低限度や共同住宅等住戸面積の規制により、

住宅の床面積が一定程度確保され居住面積のゆとりが生まれる。

エ 住環境の改善
(ｱ) 日照・通風の確保

敷地面積の最低限度の規制により
敷地にゆとりが生まれ、日照や通風
が確保される。

（２）規制の効果
ウ 避難性の向上

４ 地区計画による新たな対策の実施
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小田周辺地区における防災街区整備地区計画の
策定に向けた取組状況について

(ｱ) 重点密集市街地の基準値である住宅戸数密度８０戸/haから算出
地区内に８０戸／haになるように住宅を住宅用途の宅地面積に建てた場合の個々の住宅の
敷地面積：６５.１㎡

(ｲ) 川崎市住宅基本計画の誘導居住面積水準から算出
標準的な世帯人員等の条件の下、川崎市住宅基本計画に定める誘導居住面積水準（一般型）を確保できる
敷地面積：６５.６㎡

＜川崎市住宅基本計画における居住面積水準＞

＜算出の考え方＞
＊世帯人員は川崎市の世帯主が15歳〜64歳で、戸建住宅に住む世帯の平均である約3.2人（令和2年国勢調査）

⇒誘導居住面積水準（一般型）は、25㎡×3.2人＋25㎡=105㎡
＊用途地域は地区の大半を占める二種住居とし、指定容積率は200%、基準容積率は前面道路4mとして160%

⇒誘導居住面積水準を確保できる敷地面積は、105㎡÷160%=65.625㎡

＜算出の考え方＞
＊住宅戸数密度80戸／haの場合、小田周辺地区（91.0ha）で許容される住宅の戸数

91.0×80 ＝7,280戸
＊戸建住宅等の延焼が懸念される住宅用途の宅地面積47.4haを7,280戸に均等に割り

当てた場合の各敷地の面積
47.4ha÷7,280戸＝65.109㎡ ＜算出イメージ＞

小田地区全体：91.0ha
（道路、公園等も含む。）

戸建住宅等の宅地面積:
47.4ha

（３）規制の根拠
ア 敷地面積の最低限度 ６５㎡

４ 地区計画による新たな対策の実施
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小田周辺地区における防災街区整備地区計画の
策定に向けた取組状況について

6.9m

3m 約６畳

(ｱ) 川崎市住宅基本計画の単身者の最低居住面積水準の例外規定を適用した面積：２０㎡
(ｲ) 川崎市ワンルーム形式集合住宅等建築指導要綱に定める住戸の専用面積：２０㎡（２０戸未満の場合）

〇小田周辺地区で調査ができた３６棟のワンルーム形式の集合住宅の住戸専用面積については、
２０㎡未満が約８割（下図参照）

⇒住戸面積２０㎡以上の規制により住宅戸数密度の抑制に一定の効果

＜約２０㎡のワンルームマンションの間取り例＞＜小田周辺地区のワンルーム形式の集合住宅の
住戸専用面積の分布＞

36棟

４ 地区計画による新たな対策の実施

２０㎡未満：７８％

（３）規制の根拠
イ 共同住宅等の住戸面積 ２０㎡以上
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小田周辺地区における防災街区整備地区計画の
策定に向けた取組状況について５ 小田周辺地区防災街区整備地区計画（案）の概要

＜小田周辺地区＞

名 称
小田周辺地区防災街区整備地区計画

※本市初の防災街区整備地区計画
「防災街区整備地区計画」は、当該区域の各街区が火事又は地震が発生した
場合の延焼防止上及び避難上確保されるべき機能（特定防災機能）を備える
とともに、土地の合理的かつ健全な利用が図られることを目途として、一体
的かつ総合的な市街地の整備が行われることとなるように定めるもの

位 置
川崎市川崎区小田1丁目、小田2丁目、小田3丁目、
小田4丁目、小田5丁目、小田6丁目、浅田1丁目、
浅田2丁目及び浅田3丁目地内のうち右図に示す区域
（小田周辺地区）

面 積
約９１ha

※本市の地区計画で最大
目 標

本地区計画は小田周辺地区において、防災に関する機能
の確保と土地の合理的かつ健全な利用を図ることで、災害
に強いまちの実現及び良好な住環境の形成を目標とする。

新たに地区内に係る規制
○建築物の敷地面積の最低限度 ６５㎡
○共同住宅等の住戸面積 ２０㎡以上
○道路等に面する垣又は柵の構造は、０．６メートルを

超える高さの部分については、ブロック造等としては
ならない。

N
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小田周辺地区における防災街区整備地区計画の
策定に向けた取組状況について６ これまでの地域住民への説明の経緯等

地域住民との対話の場 説明会 アンケートの実施

R1

R2
R3

R4

11月 小田の密集改善
の取組について
説明会 開催

11月 地区住民へのアンケート
実施（全戸配布）

⇒小田地区独自のまちのルー
ルについて9割が検討すべき
と回答

R5

12月 地区外権利者アンケート
実施（郵送）

⇒小田地区独自のまちのルー
ルについて8割が検討すべき
と回答

R6

6月 地区計画等説明会
（同内容２回開催）

11月 地区計画等説明会

7月 地区住民・地区外地権者
地区計画に関する
アンケート実施

⇒回答等は、次ページ

小田地区防災
まちづくり懇談会

小田地区町連
意見交換会

小田地区
まちづくり協議会

６
回
実
施

合
計

回
実
施

72

12月 地区計画の
早期策定 要望書

○市の呼びかけにより開始
○小田地区9町内会の皆様と防災上

の課題等について意見交換
○コロナ禍は町内会別に実施

○住民主体の会として発足
○地区まちづくり構想によるまち

のルールづくりを進めている

○小田地区9町内会
の町会長及び婦人
部長との意見交
換・情報提供の場

＜懇談会の様子＞

○まちの課題と対応策をまとめ、
地区まちづくりや地区計画で対
応していくことを確認

年
５
回
程
度
実
施

（１）説明等の経緯
年度

【主な要望内容】
・大規模地震がいつ起きるかわからない中で、

地区計画の早期の策定を期待
・都市計画手続きを早急に開始し、実効性の

ある対策とすること
16



小田周辺地区における防災街区整備地区計画の
策定に向けた取組状況について

イ 御意見に対する市の考え方
○小田周辺地区は火災延焼リスクが市内で最も高い密集市街地であり、条件によっては約91ha、約5,000棟

が焼失する可能性があるため、地区全体で燃えにくいまちづくりをめざし様々な取組を進めています。
○本地区計画では、小規模な敷地への分割を抑制することで延焼しにくい市街地をめざすとともに、併せて

共同住宅等の住戸面積を制限し住宅戸数密度の上昇を抑制するなど、これまで改善が十分に図られていな
い部分に焦点を当て、新たに規制を実施することで、密集市街地の更なる改善をめざすものです。

○アンケートでは様々な意見をいただきましたが、この規制は密集市街地の一層の改善に向けて実施すべき
であると考えており、また、土地利用の際に生じる制約にも一定の配慮をした数値としていることから、
防災街区整備方針等に基づき、今回お示しした案で防災街区整備地区計画の策定を進めてまいります。

n=91

＜敷地面積65㎡規制への主な御意見＞
【賛成】

規制の強化を求める意見
【反対】

地価の下落を懸念する意見
【その他】

隣家との距離も規制を求める意見
など

n=72

＜共同住宅等住戸20㎡規制への主な御意見＞
【賛成】

規制の強化を求める意見
【反対】

家賃高騰を懸念する意見
【その他】

共同住宅の生活マナーを問題視する意見
など

※自由記述を賛成・反対・その他に分類

＜ブロック塀0.6m規制への主な御意見＞
【賛成】

既存の垣柵にも規制を求める意見
【反対】

自由度がなくなるなどの意見
【その他】

補助等の支援制度を提案する意見
など

令和6年度 地区計画案に対するアンケート結果（配布約9,000件（地区住民及び地区外権利者対象 合計）、回答数313件）

ア アンケート概要・結果
概要：地区計画の具体的な規制内容・数値案を示し、地区住民（全戸配布）及び地区外権利者（郵送）に送付

n=65

６ これまでの地域住民への説明の経緯等
（２）令和６年７月実施アンケート
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小田周辺地区における防災街区整備地区計画の
策定に向けた取組状況について

令和1〜5年度

７ 今後のスケジュール

ま
ち
づ
く
り
委
員
会

所
管
事
務
報
告

都
市
計
画
の
素
案
の
説
明
会

74回開催

地
区
計
画
要
望
書 地

区
計
画
条
例
改
正

3月

令和6年度 令和7年度 令和8年度

小
田
地
区
町
連
等

意
見
交
換
会

年5回程度開催

○市の呼びかけにより開始
○小田地区9町内会の皆様

と防災上の課題等につい
て意見交換

○コロナ禍は町内会別実施

説
明
会

説
明
会

説
明
会

ｱﾝｹｰﾄｱﾝｹｰﾄ ｱﾝｹｰﾄ

○小田地区9町内会の町会長
及び婦人部長との
意見交換・情報提供の場

小
田
地
区
防
災

ま
ち
づ
く
り
懇
談
会

小
田
地
区
ま
ち
づ
く
り
協
議
会 6回開催

都
市
計
画
の
公
聴
会

都
市
計
画
の
原
案
の
縦
覧

都
市
計
画
の
案
の
縦
覧

都
市
計
画
決
定

燃えにくい
まちづくりの
更なる推進
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